
  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「アイ･エー 経営者通信 」送付のご案内            

冷雨の候、貴社ますますご盛栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のお引立て

を賜り厚くお礼申し上げます。今月も「アイ・エー経営者通信」をお届けします。 

こちらは法務省です 

先日、私の携帯宛に 01200-160-1365 から着信。「こちらは法務省入国管理事務所で

す。入国手続きの追跡調査です。日本人の方は 1 番を押してください」という自動音

声。だいぶビックリしました。お察しの通り！法務省からの電話ではありません。詐

欺の予兆と思われるような不審な電話。他にも「あなたの電話、テレビ、パソコンが

止まります」「あなたの携帯が詐欺に使われています」等のレパートリーがあるよう

で、法務省はＨＰで「そのような電話をすることは一切ありません」と注意喚起して

います。総務省やその他省庁、地方公共団体等、様々なバージョンがあるようです。 

「ＮＴＴから 

ご使用料金につきましてお話がございます。050-5809-5941 こちら迄ご連絡くださ

い。」これも私に届いたショートメール。当然 NTT ではなく、この番号を検索すると

「要注意」という情報がたくさん出ています。Amazon から「荷物の受取はこちらか

ら」「不在のため持帰り…」、三菱 UFJ 銀行からは【重要】緊急確認に関するお知ら

せ。他にも「お近くの方とマッチングしました（ハート）」「当選おめでとうござい

ます」等々。URL 付きのものがほとんどですが、電話番号のものもあり、あの手この

手でご苦労様なことです。しかし、こんなにいろんな迷惑系のアプローチが来るのは

私のスマホだけでしょうか？ 

「MEIWAKU」 

こんな題名のＰＣ宛のメールもよく目にすると思います。こんなわかりやすいのばか

りならよいのですが…。取引先のアドレスで見覚えのある件名や内容のなりすましメ

ールが来たらすぐに気付けますか？本物のメールを模して送られるので見破るのは困

難です。こんなに多くの迷惑？詐欺？メールにさらされていますが、どんなに優秀な

セキュリティソフトでも、日々生まれる新たな手口を全て抑えきることはできず、し

かも被害にあっても、相手の特定は不可能だそうです。まずは自分たちの通信機器に

届く様々な情報を、正しいものかどうか常に注意深く扱い、疑わしいものにはアクセ

スしないことが最も有効な対処方法です。仕事で使っているＰＣ、本当に安全です

か？もしもの時にどうしたらよいか？備えはありますか？お手伝い出来ることがあり

そうですのでお声掛けください。では今月もよろしくお願い申し上げます。 

 

 

～トピックス～ 

即日払いのバイトがあります。ホワ

イトな高額案件です。ダンボールを

運ぶ仕事です。報酬 5万円。 

そんなわけないだろ、と思わないの

か？わかっていてなのか？トクリュ

ウとか何となくカッコいい響きの悪さ

をする集団のニュースが連日。二十

万と引換えに殺された方、いよいよ

シャレでは済まなくなってきました。 

『深夜に人を運んでください。報酬 5

万円』『報酬 35万円。資金調達。会

社の持ち逃げされた金を回収する仕

事』『運びの仕事があります。最低 5

万円から』『引っ越し。即日払い 10

万円』『高額案件。タクシー業務。書

類運搬受け取り。日給 5万円から』

など、車での運搬や現金回収の仕

事を装うなどあの手この手。 

自分でお金を稼ぐ経験が乏しく、見

合った報酬なのかがわからない若

年層が引っ掛かるのでしょうが、逆

に＃ＵＤという隠語で釣るケースもあ

り、これは確信犯です。ちなみにＵＤ

は受け子出し子の意味。 

求人サイト大手「バイトル」は昨年 12

月高校生対象に闇バイトを見抜ける

かどうか調査したところ 8割近くの

生徒が完全には見抜けなかったそう

です。最近ではＸや一般のバイト募

集サイトにも潜んでいるケースがあ

るそう。ＤＭでやり取りするバイトは

怪しいのだそう。でＤＭって？（浅井） 

料金別納郵便 
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経
営
者
通
信

   

―
あ
な
た
か
ら
の
情
報
と
し
て
経
営
者
に
―

ワン
ポイント

3日・文化の日　4日・振替休日　23日・勤労感謝の日

日 月 火 水 木 金 土

（霜月）NOVEMBER

11 2024（令和6年）

◆  11月の税務と労務 11月

業務センターによる集約処理　国税庁では、申告書の入力処理などを「業務センター」
で集約処理する、税務署の内部事務のセンター化を順次進めており、令和8年には全て
の税務署を対象にセンター化が実施される予定です。センター化の対象となる税務署に
申告書や申請書を書面で提出する場合、業務センターに送付することとなります。

国　税／ 10月分源泉所得税の納付 11月11日
国　税／ 所得税予定納税額の減額承認申請 

 11月15日
国　税／ 所得税予定納税額第2期分の納付

 12月2日
国　税／ 9月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

 12月2日
国　税／ 12月、3月、6月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合） 12月2日
国　税／ 3月決算法人の中間申告 12月2日
国　税／ 個人事業者の消費税等の中間申告

（年3回の場合） 12月2日
地方税／ 個人事業税第2期分の納付 

 都道府県の条例で定める日
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※税を考える週間　11月11日～11月17日
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11 月号─2

ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
と
は

　「
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
」
と
は
、
生
産
で

は
な
く
販
売
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
お

金
の
こ
と
で
す
。

　「
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
」
は
ス
ル
ー

プ
ッ
ト
の
最
大
化
、
つ
ま
り
利
益
の

向
上
が
目
的
で
す
。

　
直
接
材
料
費
は
、
資
材
費
・
外
注

費
な
ど
の
製
品
を
作
る
た
め
に
か

か
っ
た
費
用
を
意
味
し
ま
す
。

◎
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
と
従
来
の
原

価
計
算
の
違
い

⑴
　
計
算
の
方
法

ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計

　
利
益
＝
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
（
売
上

－

直
接
材
料
費
）

－

業
務
費
用

従
来
の
原
価
計
算

　
利
益
＝
生
産

－

原
価

　
従
来
の
原
価
計
算
で
は
「
生
産
す

れ
ば
販
売
で
き
る
」と
い
う
前
提
で
、

生
産
さ
れ
た
も
の
は
資
産
と
し
て
計

上
し
、
生
産
か
ら
原
価
を
引
く
こ
と

で
利
益
を
算
出
し
て
い
ま
し
た
。

　
一
方
で
、
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
は

「
販
売
さ
れ
て
い
な
い
在
庫
は
利
益

と
み
な
さ
れ
な
い
」
た
め
、
製
品
が

売
れ
て
か
ら
利
益
に
含
め
る
と
い
う

考
え
方
で
す
。
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
（
売

上
－

直
接
材
料
費
）
か
ら
業
務
費
用

を
差
し
引
い
た
も
の
が
利
益
と
な
り

ま
す
。

⑵
　
在
庫

ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計

・
　
資
材
費
（
販
売
す
る
つ
も

り
の
も
の
の
み
）

・
　
資
材
の
加
工
速
度
が
進
ん

で
も
価
値
は
付
加
し
な
い

従
来
の
原
価
計
算

・
　
資
産

・
　
資
材
の
加
工
速
度
が
進
む

と
付
加
価
値
も
増
加

　
従
来
の
原
価
計
算
で
は
「
作
っ
た

も
の
は
売
れ
る
」
こ
と
を
前
提
と
し

て
お
り
、
在
庫
は
「
資
産
」
と
し
て

計
上
さ
れ
ま
す
。
売
れ
残
っ
た
在
庫

を
抱
え
て
損
失
が
出
て
も
、
計
算
上

は
資
産
に
計
上
さ
れ
て
い
る
た
め
、

利
益
が
過
大
に
計
上
さ
れ
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
経
営
判
断
の

ミ
ス
リ
ー
ド
と
な
り
か
ね
ま
せ
ん
。

　
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
は
「
売
れ
て

い
な
い
在
庫
は
利
益
と
し
て
扱
わ
な

い
」
と
い
う
考
え
の
も
と
、
在
庫
は

利
益
で
は
な
く
「
資
材
費
」
と
し
て

売
上
か
ら
差
し
引
く
対
象
と
し
て
い

ま
す
。

　
ま
た
、
従
来
の
方
法
で
は
加
工
速

度
が
向
上
す
る
ほ
ど
在
庫
あ
た
り
の

人
件
費
や
労
務
費
が
安
く
な
る
と
考

え
ら
れ
て
い
ま
し
た
が
、ス
ル
ー
プ
ッ

ト
会
計
で
は
考
慮
し
ま
せ
ん
。

⑶
　
業
務
費
用

ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計

　
　
在
庫
を
除
く
す
べ
て
の
支

出
額
を
す
べ
て
業
務
費
用
に

含
め
る

従
来
の
原
価
計
算

　
　
直
接
労
務
費
や
製
造
間
接

費
を
区
別
し
て
科
目
ご
と
の

金
額
を
算
出
す
る

　
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
は
利
益
の
向

上
に
特
化
し
て
い
る
こ
と
か
ら
「
在

庫
以
外
の
支
出
額
を
す
べ
て
業
務
費

用
に
含
め
る
」と
い
う
考
え
方
で
す
。

利
益
に
関
わ
ら
な
い
「
直
接
原
価
」

　
利
益
を
生
み
出
す
た
め
に
は
「
原

価
管
理
」
は
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
原
価

管
理
と
は
、
製
品
の
製
造
や
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
に
か
か
る
原
価
を
管
理
す

る
こ
と
で
す
。
原
価
を
正
確
に
把
握

す
る
こ
と
で
コ
ス
ト
の
見
え
る
化
を

実
現
し
ま
す
。
コ
ス
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
と
と
も
呼
ば
れ
企
業
の
利
益
確
保

や
リ
ス
ク
管
理
を
目
的
と
し
て
用
い

ら
れ
ま
す
。

　
原
価
管
理
の
手
法
の
一
つ
に
「
ス

ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
」
が
あ
り
ま
す
。

製
造
業
向
け
の
原
価
管
理
手
法
で
す

が
、
経
営
効
率
や
利
益
を
上
げ
る
こ

と
に
特
化
し
て
い
る
の
が
特
徴
で
す
。

　
詳
し
く
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

原価管理と
スループット会計

スループット

＝

実際の売上

－
直接材料費



3─11月号

「
間
接
原
価
」
等
の
厳
密
な
計
算
は

行
い
ま
せ
ん
。

な
ぜ
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
が

　
　
　
　
　
重
要
視
さ
れ
る
の
か

◎
売
り
手
市
場
か
ら
買
い
手
市
場
へ

　
モ
ノ
を
作
れ
ば
売
れ
た
「
売
り
手

市
場
」
か
ら
価
値
観
が
多
様
化
し
た

結
果
、
消
費
者
に
選
ば
れ
な
け
れ
ば

モ
ノ
が
売
れ
な
い
「
買
い
手
市
場
」

へ
と
状
況
が
大
き
く
変
わ
っ
て
い
ま

す
。

　
売
り
手
側
、
製
造
業
側
は
常
に
実

需
を
正
確
に
捉
え
、
売
れ
る
予
測
の

確
実
性
が
前
提
と
な
り
ま
す
。
商
品

サ
イ
ク
ル
は
短
期
化
し
、
売
れ
る
モ

ノ
を
作
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

◎
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
重
視
の
傾
向

　
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
は
「
売
上
を

上
げ
て
い
か
に
キ
ャ
ッ
シ
ュ
を
回
収

で
き
る
か
」
を
重
視
す
る
考
え
を
も

と
に
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。
い
く
ら

帳
簿
上
で
資
産
と
し
て
利
益
が
計
上

さ
れ
て
い
て
も
、
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会

計
で
は
「
多
く
の
不
良
在
庫
を
抱
え

て
い
る
」
こ
と
に
な
り
、
良
く
な
い

状
況
と
い
う
考
え
方
に
な
り
ま
す
。

　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
で
は
、「
製
造

し
た
モ
ノ
を
い
か
に
効
率
よ
く
売
る

の
か
」と
い
う
点
が
重
視
さ
れ
ま
す
。

利
益
を
増
や
す
た
め
の
３
つ
の
方
法

⑴
　
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
を
増
加
さ
せ
る

　
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
を
増
加
さ
せ
る
最

も
基
本
的
な
要
素
は
売
上
の
増
大
で

す
。
売
上
増
大
は
コ
ス
ト
カ
ッ
ト
と

違
い
上
限
が
な
く
、
企
業
の
活
力
が

増
し
資
金
効
率
が
向
上
し
ま
す
。

　
も
う
一
つ
の
要
素
は
、
資
材
費
や

外
注
費
な
ど
の
コ
ス
ト
削
減
で
す
。

外
部
の
仕
入
れ
値
を
抑
え
る
こ
と

や
、
外
注
費
を
減
ら
し
内
製
化
を
図

り
ま
し
ょ
う
。

⑵
　
在
庫
を
減
ら
す

　
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
で
は
在
庫
を

利
益
と
み
な
さ
な
い
た
め
、
在
庫
を

抱
え
す
ぎ
な
い
こ
と
が
利
益
を
増
加

さ
せ
る
大
き
な
ポ
イ
ン
ト
で
す
。

　
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
に
お
い
て
は
、

製
品
の
在
庫
だ
け
で
な
く
資
材
や
加

工
途
中
の
製
品
も
在
庫
と
し
て
扱
わ

れ
ま
す
。
製
品
の
在
庫
を
抱
え
す
ぎ

な
い
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、「
余
計
な

資
材
は
買
わ
な
い
」「
作
っ
た
製
品
は

余
さ
ず
売
る
」
こ
と
も
資
材
費
の
低

減
に
つ
な
が
る
の
で
、
利
益
の
増
加

に
好
影
響
を
及
ぼ
し
ま
す
。

⑶
　
業
務
費
用
を
減
ら
す

　
業
務
費
用
の
低
減
は
利
益
増
大
に

直
結
し
ま
す
。
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計

で
は
、
製
品
を
売
る
た
め
に
か
か
っ

た
費
用
は
「
業
務
費
用
」
と
し
て
計

上
さ
れ
ま
す
。

　
業
務
費
用
は
在
庫
を
ス
ル
ー
プ
ッ

ト
に
変
換
す
る
た
め
に
要
す
る
費
用
、

つ
ま
り
「
在
庫
以
外
の
支
出
額
す
べ

て
」
な
の
で
、
現
状
の
無
駄
な
コ
ス

ト
を
見
直
す
だ
け
で
な
く
社
内
の
資

産
や
リ
ソ
ー
ス
を
有
効
活
用
し
て
、

新
た
な
業
務
費
用
を
か
け
な
い
努
力

を
続
け
る
こ
と
も
大
切
で
す
。

活
用
例
①

　設
備
投
資
可
否
の
判
断

　
　
事
業
を
続
け
る
中
で
設
備
投
資

の
判
断
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
が
あ

り
ま
す
。
そ
の
際
も
ス
ル
ー
プ
ッ

ト
会
計
の
考
え
方
が
役
立
ち
ま

す
。
判
断
基
準
の
ポ
イ
ン
ト
は
次

の
２
つ
で
す
。

・
　
そ
の
投
資
に
よ
り
全
体
的
な

ス
ル
ー
プ
ッ
ト
の
上
昇
が
見
込

め
る
か

・
　
上
昇
し
た
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
で

投
資
分
を
回
収
で
き
る
か

　
　
大
事
な
の
は
、
工
場
全
体
・
生

産
工
程
全
体
の
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
で

考
え
る
こ
と
で
す
。

活
用
例
②

　収
益
性
に
優
れ
た
製
品

の
見
極
め

　
　
複
数
の
製
品
が
種
類
ご
と
に
ス

ル
ー
プ
ッ
ト
が
異
な
る
た
め
、
各

製
品
の
収
益
性
を
判
断
す
る
こ
と

が
大
切
で
す
。

　
　
製
造
に
共
通
設
備
や
リ
ソ
ー
ス

を
用
い
て
い
る
が
製
造
時
間
に
差

が
あ
る
場
合
は
、
時
間
当
た
り
の

ス
ル
ー
プ
ッ
ト
で
立
場
が
逆
転
す

る
ケ
ー
ス
も
あ
り
ま
す
。
製
品
ご

と
の
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
だ
け
で
な
く
、

時
間
効
率
な
ど
も
加
味
し
て
製
品

の
収
益
性
を
判
断
し
ま
し
ょ
う
。

お
わ
り
に

　
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
会
計
に
よ
る
原
価

管
理
で
、売
れ
る
モ
ノ
を
作
る
こ
と
、

適
切
な
在
庫
水
準
と
業
務
費
用
で
制

御
し
続
け
る
こ
と
で
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
が
潤
沢
な
経
営
が
可
能
と
な

る
で
し
ょ
う
。

スループット

＝

売上

－

資材費 
（在庫含む）

・ 
外注費

利益

＝

スループット

－

業務費用
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令
和
６
年
分
の
年
末
調
整
で
は
、

６
月
か
ら
始
ま
っ
た
定
額
減
税
に
つ

い
て
の
精
算
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま

す
。
そ
こ
で
、
年
末
調
整
に
お
け
る

定
額
減
税
の
精
算
事
務
（
年
調
減
税

事
務
）に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま
す
。

年
調
減
税
事
務
の
対
象
者

　
年
末
調
整
の
対
象
と
な
る
人
は
、

原
則
と
し
て
年
調
減
税
事
務
の
対
象

者
に
な
り
ま
す
。

　
た
だ
し
、
年
末
調
整
の
対
象
者
の

う
ち
、
給
与
所
得
以
外
の
所
得
を
含

め
た
合
計
所
得
金
額
が
１
８
０
５
万

円
を
超
え
る
と
見
込
ま
れ
る
人
は
、

年
調
減
税
事
務
の
対
象
に
は
な
り
ま

せ
ん
の
で
、
年
調
減
税
額
（
年
末
調

整
時
に
年
調
所
得
税
額
か
ら
控
除
す

る
定
額
減
税
額
）
を
控
除
し
な
い
で

年
末
調
整
を
行
い
ま
す
。
合
計
所
得

金
額
が
１
８
０
５
万
円
を
超
え
る
か

否
か
は
、
年
末
調
整
で
提
出
さ
れ
る

基
礎
控
除
申
告
書
に
記
載
さ
れ
て
い

る
合
計
所
得
金
額
で
判
定
し
ま
す
。

年
調
減
税
額
の
計
算

　
定
額
減
税
額
は
、
居
住
者
で
あ
る

本
人
分
３
万
円
と
、
居
住
者
で
あ
る

同
一
生
計
配
偶
者
及
び
扶
養
親
族
１

人
あ
た
り
３
万
円
の
合
計
額
に
な
り

ま
す
。
同
一
生
計
配
偶
者
や
扶
養
親

族
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
は
、
原
則

と
し
て
令
和
６
年
12
月
31
日
の
現
況

に
よ
り
判
定
し
ま
す
。

年
末
調
整
の
計
算
方
法

　
年
末
調
整
で
は
、
ま
ず
通
常
の
年

末
調
整
と
同
じ
計
算
を
行
い
、
住
宅

借
入
金
等
特
別
控
除
を
適
用
し
た
後

の
「
年
調
所
得
税
額
」
を
計
算
し
ま

す
。
そ
し
て
、
年
調
所
得
税
額
か
ら

年
調
減
税
額
の
控
除
を
行
い
、
定
額

減
税
額
控
除
後
の
所
得
税
額
に
１
０

２
・
１
％
を
乗
じ
て
復
興
特
別
所
得

税
を
含
め
た
年
調
年
税
額
を
計
算
し

ま
す
。【
図
】参
照

　
源
泉
徴
収
税
額
に
つ
い
て
は
、
控

除
前
税
額
か
ら
月
次
減
税
額
の
控
除

を
行
っ
た
後
の
、
実
際
に
源
泉
徴
収

し
た
税
額
を
給
与
と
賞
与
そ
れ
ぞ
れ

に
つ
い
て
集
計
し
ま
す
。

　
最
後
に
、
計
算
し
た
年
調
年
税
額

と
集
計
し
た
源
泉
徴
収
税
額
を
比
較

し
、過
不
足
額
の
精
算
を
行
い
ま
す
。

源
泉
徴
収
票
へ
の
表
示

　
給
与
所
得
の
源
泉
徴
収
票
の
摘
要

欄
に
は
、
実
際
に
控
除
し
た
年
調
減

税
額
を
「
源
泉
徴
収
時
所
得
税
減
税

控
除
済
額
×
×
円
」と
記
載
し
ま
す
。

記
載
す
る
金
額
は
、
年
調
所
得
税
額

と
年
調
減
税
額
の
い
ず
れ
か
低
い
金

額
で
す
。

　
年
調
所
得
税
額
が
年
調
減
税
額
よ

り
少
な
く
て
、
年
調
減
税
額
を
控
除

し
き
れ
な
か
っ
た
金
額
が
あ
る
場
合

は
、
そ
の
控
除
し
き
れ
な
か
っ
た
金

額
を
「
控
除
外
額
×
×
円
」
と
記
載

し
ま
す
。
な
お
控
除
し
き
れ
な
い
金

額
が
な
い
場
合
は
、「
控
除
外
額
０

円
」と
記
載
し
ま
す
。

　
合
計
所
得
金
額
が
１
０
０
０
万
円

超
で
あ
る
居
住
者
の
同
一
生
計
配
偶

者
（
非
控
除
対
象
配
偶
者
）
を
年
調

減
税
額
の
計
算
に
含
め
た
場
合
は
、

「
非
控
除
対
象
配
偶
者
減
税
有
」
と

記
載
し
ま
す
。

　
年
末
調
整
を
行
わ
ず
に
退
職
し
再

就
職
し
な
い
場
合
や
、
令
和
６
年
分

の
給
与
の
収
入
金
額
が
２
０
０
０
万

円
を
超
え
る
な
ど
の
理
由
で
年
末
調

整
の
対
象
と
な
ら
な
か
っ
た
給
与
所

得
者
の
源
泉
徴
収
票
に
は
、
摘
要
欄

に
定
額
減
税
等
の
内
容
に
つ
い
て
記

載
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
源
泉

徴
収
税
額
の
欄
に
つ
い
て
は
、
控
除

前
税
額
か
ら
月
次
減
税
額
を
控
除
し

た
後
の
、
実
際
に
源
泉
徴
収
し
た
税

額
の
合
計
額
を
記
入
し
ま
す
。

定
額
減
税
に
つ
い
て
の
Q
&
A

Q
１
　
年
調
減
税
額
を
計
算
す
る

た
め
に
、
給
与
所
得
者
か
ら
新

た
な
申
告
書
を
提
出
し
て
も
ら
う

必
要
は
あ
り
ま
す
か
？

A
　
年
調
減
税
額
の
計
算
に
含
め

る
同
一
生
計
配
偶
者
の
有
無
や

年末調整における

定額減税
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扶
養
親
族
の
人
数
に
つ
い
て
は
、

扶
養
控
除
等
申
告
書
や
配
偶
者
控

除
等
申
告
書
で
把
握
す
る
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
そ
れ
ら
の

申
告
書
を
年
末
調
整
時
ま
で
に
提

出
し
て
も
ら
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

Q
２
　
令
和
６
年
６
月
時
点
で
は

扶
養
親
族
で
あ
っ
た
親
族
が
、

年
の
中
途
で
亡
く
な
り
ま
し
た
が
、

そ
の
親
族
は
年
調
減
税
額
の
計
算

に
含
め
ま
す
か
？

A
　
居
住
者
で
あ
る
同
一
生
計
配

偶
者
や
扶
養
親
族
に
該
当
す
る

か
ど
う
か
の
判
定
は
、
原
則
と
し

て
令
和
６
年
12
月
31
日
の
現
況
に

よ
り
行
い
ま
す
。

　
　
た
だ
し
、
年
の
中
途
で
死
亡
し

た
場
合
は
、
死
亡
の
日
の
現
況
で

判
断
し
ま
す
の
で
、
死
亡
の
日
に

扶
養
親
族
に
該
当
す
る
の
で
あ
れ

ば
、
そ
の
親
族
は
年
調
減
税
額
の

計
算
に
含
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

Q
３
　
月
次
減
税
額
の
計
算
に
含

め
た
同
一
生
計
配
偶
者
が
令
和

６
年
７
月
に
就
職
し
、
令
和
６
年

分
の
合
計
所
得
金
額
が
48
万
円
を

超
え
る
見
込
み
で
す
。
そ
の
場
合
、

そ
の
配
偶
者
は
年
調
減
税
額
の
計

算
に
含
め
ま
す
か
？

A
　
月
次
減
税
額
の
計
算
に
含
め

た
同
一
生
計
配
偶
者
や
扶
養
親

族
で
あ
っ
て
も
、
12
月
31
日
の
現

況
で
令
和
６
年
分
の
合
計
所
得
金

額
が
48
万
円
を
超
え
る
場
合
に

は
、
そ
の
配
偶
者
や
扶
養
親
族
は

年
調
減
税
額
の
計
算
に
は
含
め
ま

せ
ん
。

　
　
な
お
、
月
次
減
税
額
と
年
調
減

税
額
と
の
間
に
差
額
が
生
じ
る
場

合
は
、
年
末
調
整
時
に
精
算
し
ま

す
。

Q
４
　
年
末
調
整
の
結
果
、
給
与

所
得
者
の
年
調
所
得
税
額
か
ら

年
調
減
税
額
を
控
除
し
き
れ
ま
せ

ん
で
し
た
。
こ
の
場
合
、
令
和
７

年
１
月
以
降
に
支
給
す
る
給
与
等

に
係
る
源
泉
徴
収
税
額
か
ら
控
除

し
ま
す
か
？

A
　
年
末
調
整
の
結
果
、
年
調
所

得
税
額
か
ら
控
除
し
き
れ
な

か
っ
た
年
調
減
税
額
に
つ
い
て
は
、

令
和
７
年
１
月
以
降
に
支
給
さ
れ

る
給
与
等
に
係
る
源
泉
徴
収
税
額

か
ら
は
、
控
除
し
ま
せ
ん
。

Q
５
　
居
住
者
で
あ
り
、
扶
養
控

除
等
申
告
書
を
提
出
し
て
い
る

外
国
人
技
能
実
習
生
で
、
租
税
条

約
の
届
出
書
の
提
出
が
あ
り
源
泉

徴
収
税
額
が
０
円
と
な
る
人
の
源

泉
徴
収
票
に
は
、
定
額
減
税
額
等

を
ど
の
よ
う
に
記
載
し
ま
す
か
？

A
　
租
税
条
約
で
源
泉
徴
収
税
額

が
０
円
と
な
る
外
国
人
技
能
実

習
生
に
つ
い
て
も
、
居
住
者
で
あ

れ
ば
源
泉
徴
収
票
に
は
定
額
減
税

等
の
記
載
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　
　
具
体
的
に
は
、
そ
の
外
国
人
技

能
実
習
生
に
居
住
者
で
あ
る
同
一

生
計
配
偶
者
や
扶
養
親
族
が
い
な

い
場
合
に
は
、「
源
泉
徴
収
時
所

得
税
減
税
控
除
済
額
０
円
、
控
除

外
額
3
0
0
0
0
円
」
と
記
載
し

ま
す
。

図　年調年税額計算の流れ （国税庁資料より）

給与等の総額

給与所得控除後の給与等の金額

給与所得控除額

所得控除額等

差引課税給与所得金額

所得控除額等（扶養
控除等）を差し引く

給与所得控除額を差し引く

税額控除額（住宅借入金等
特別控除額）を差し引く

算出所得税額
所得税率
を乗じる

税額控除額

年調所得税額

定額減税額控除
後の所得税額

※所得税額と復興特別
　所得税額の合計額

住宅借入金等特別控除後の
年調所得税額から、
 年調減税額 を控除

年調年税額
102.1％を乗じる

年調減税額

（
所
得
金
額
の
計
算
） 

（
税
額
の
計
算
）
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事
業
者
は
、
労
働
災
害
が
生
じ
た

と
き
、健
康
診
断
を
実
施
し
た
と
き
、

安
全
管
理
者
等
を
選
任
し
た
と
き
等

に
は
、
各
種
の
届
出
・
報
告
を
す
る

こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
お
り
、
こ

れ
ら
の
手
続
き
の
一
部
は
、
令
和
７

年
１
月
１
日
か
ら
電
子
申
請
に
よ
り

行
う
こ
と
が
原
則
と
し
て
義
務
化
さ

れ
ま
す
。

　
今
回
は
、
労
働
安
全
衛
生
関
係
の

手
続
き
電
子
化
の
こ
と
に
加
え
、「
労

働
者
死
傷
病
報
告
」
の
概
要
を
併
せ

て
お
伝
え
し
ま
す
。

　
小
規
模
事
業
所
に
お
い
て
は
、
安

全
衛
生
関
係
の
手
続
き
を
把
握
し
て

い
な
か
っ
た
た
め
に
未
届
出
と
な
っ

て
し
ま
う
ケ
ー
ス
も
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
届
出
の
制
度
を
認
識
し
て

い
な
が
ら
意
図
的
に
労
災
発
生
時
の

手
続
き
を
行
わ
な
い
場
合
は
「
労
災

か
く
し
」
と
判
断
さ
れ
、
罰
則
に
つ

な
が
る
お
そ
れ
も
あ
り
ま
す
の
で
、

適
正
な
手
続
き
の
把
握
・
実
施
を
し

て
い
き
ま
し
ょ
う
。

一

　電
子
申
請
の
義
務
化

⑴
　
電
子
申
請
義
務
化
の
背
景

　
労
働
安
全
衛
生
法
や
じ
ん
肺
法
等

に
お
い
て
は
、
労
働
者
の
被
災
状
況

や
健
康
状
態
、
事
業
者
が
講
ず
べ
き

措
置
の
実
施
状
況
等
を
把
握
し
、
法

令
で
定
め
ら
れ
た
義
務
等
の
履
行
の

確
保
等
に
つ
な
げ
る
た
め
、
事
業
者

に
各
種
の
報
告
義
務
を
課
し
て
い
ま

す
。
こ
の
報
告
に
基
づ
い
て
、
労
働

災
害
の
発
生
の
背
景
・
原
因
を
正
確

に
把
握
し
、
集
計
・
分
析
す
る
こ
と

で
、
労
働
災
害
の
防
止
対
策
の
検
討

等
に
役
立
て
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
報
告
は
、
す
で
に
電
子

申
請
が
可
能
と
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、

書
面
に
よ
る
報
告
が
多
く
を
占
め
て

い
る
の
が
現
状
で
す
。

　
統
計
の
集
計
は
も
と
よ
り
、
報
告

内
容
の
誤
記
や
記
入
漏
れ
等
を
防
止

し
て
行
政
事
務
の
効
率
化
を
図
る
た

め
に
、
厚
生
労
働
省
の
「
オ
ン
ラ
イ

ン
利
用
率
引
上
げ
に
係
る
基
本
計

画
」
に
お
い
て
、
労
働
安
全
衛
生
法

の
規
定
に
基
づ
く
労
働
基
準
監
督
署

へ
の
報
告
の
う
ち
、
年
間
手
続
件
数

が
10
万
件
以
上
の
も
の
に
つ
い
て
、

令
和
８
年
度
末
ま
で
に
オ
ン
ラ
イ
ン

利
用
率
を
20
％
ま
で
引
き
上
げ
る
こ

と
と
さ
れ
ま
し
た
。

⑵
　
義
務
化
の
対
象
手
続
き

　
労
働
安
全
衛
生
関
係
の
う
ち
、
令

和
７
年
１
月
か
ら
電
子
申
請
が
義
務

化
さ
れ
る
の
は
、
報
告
数
の
多
い
次

の
８
つ
の
手
続
き
で
す
。
①
の
労
働

者
死
傷
病
報
告
で
は
報
告
事
項
の
追

加
も
行
わ
れ
て
い
ま
す（
後
述
）。

電
子
申
請
が
義
務
化
さ
れ
る

８
つ
の
手
続
き

①

　労
働
者
死
傷
病
報
告

②

　総
括
安
全
衛
生
管
理
者
／

安
全
管
理
者
／
衛
生
管
理
者

／
産
業
医
の
選
任
報
告

③

　定
期
健
康
診
断
結
果
報
告

④

　心
理
的
な
負
担
の
程
度
を

把
握
す
る
た
め
の
検
査
結
果

等
報
告
（
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ

ク
実
施
後
の
報
告
書
）

⑤

　有
害
な
業
務
に
係
る
歯
科

健
康
診
断
結
果
報
告

⑥

　有
機
溶
剤
等
健
康
診
断
結

果
報
告

⑦

　じ
ん
肺
健
康
管
理
実
施
状

況
報
告

⑧

　事
業
の
附
属
寄
宿
舎
内
で

の
災
害
報
告

⑶
　
電
子
申
請
の
方
法

　
電
子
申
請
は
、
次
の
方
法
に
よ
り

行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

・
e

－

G
o
v
電
子
申
請

・
労
働
安
全
衛
生
法
関
係
の
届
出
、

申
請
等
帳
票
印
刷
に
係
る
入
力
支

援
サ
ー
ビ
ス

⑷
　
経
過
措
置

　
申
請
者
が
電
子
申
請
を
行
う
端
末

等
を
所
有
し
て
い
な
い
な
ど
、
電
子

申
請
を
行
う
環
境
が
整
っ
て
い
な
い

場
合
も
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
当

分
の
間
、
経
過
措
置
と
し
て
書
面
に

よ
る
報
告
を
行
う
こ
と
も
で
き
ま
す
。

二

　労
働
者
死
傷
病
報
告

　
労
働
者
死
傷
病
報
告
は
、
労
働
者

が
労
働
災
害
等
に
よ
り
死
亡
し
、
ま

た
は
休
業
し
た
場
合
に
所
轄
労
働
基

準
監
督
署
長
に
提
出
す
る
こ
と
が
義

務
付
け
ら
れ
て
い
る
も
の
で
す
。
報

告
に
関
す
る
注
意
点
を
見
て
い
き
ま

す
。

労働安全衛生手続
関係の一部の　　
電子申請義務化と
労働者死傷病報告
　　　　　の提出



7─11月号

⑴
　
報
告
義
務
者

　
労
働
安
全
衛
生
法
等
の
報
告
は
、

一
定
以
上
の
労
働
者
を
使
用
す
る
事

業
者
に
義
務
付
け
て
い
る
も
の
も
あ

り
ま
す
が
、
こ
の
労
働
者
死
傷
病
報

告
は
、
使
用
す
る
労
働
者
数
に
関
わ

ら
ず
提
出
の
義
務
が
あ
る
こ
と
に
注

意
を
要
し
ま
す
。

　
労
働
者
死
傷
病
報
告
は
、
被
災
労

働
者
の
所
属
す
る
事
業
場
の
事
業
者

が
提
出
し
ま
す
泫
。

　
な
お
、
労
働
者
が
被
災
し
た
事
故

現
場
が
建
設
現
場
等
で
、
会
社
の
事

務
所
が
あ
る
地
域
と
異
な
る
場
合
の

提
出
先
は
、
当
該
事
故
現
場
の
あ
る

地
域
を
管
轄
す
る
労
働
基
準
監
督
署

と
な
り
ま
す
。

泫

　派
遣
労
働
者
の
被
災

　
　
派
遣
労
働
者
の
被
災
に
つ
い
て

は
、
派
遣
元
お
よ
び
派
遣
先
の
双

方
が
そ
れ
ぞ
れ
所
轄
の
労
働
基
準

監
督
署
に
提
出
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

・
派
遣
元
は
、
派
遣
先
に
対
し
、

所
轄
の
労
働
基
準
監
督
署
に
提

出
し
た
労
働
者
死
傷
病
報
告
の

写
し
の
提
供
を
求
め
、
派
遣
先

か
ら
提
供
さ
れ
た
写
し
の
内
容

を
踏
ま
え
、
労
働
者
死
傷
病
報

告
を
作
成
し
、
派
遣
元
の
事
業

場
を
所
轄
す
る
労
働
基
準
監
督

署
に
提
出
し
ま
す
。

・
派
遣
先
は
、
労
働
者
死
傷
病
報

告
を
作
成
し
、
派
遣
先
の
事
業

場
を
所
轄
す
る
労
働
基
準
監
督

署
に
提
出
す
る
と
と
も
に
、
そ

の
写
し
を
派
遣
元
に
提
供
し
ま

す
。

⑵
　
報
告
書
を
提
出
す
る
と
き

　
労
働
者
が
労
働
災
害
そ
の
他
就
業

中
ま
た
は
事
業
場
内
も
し
く
は
そ
の

附
属
建
設
物
内
に
お
け
る
負
傷
、
窒

息
又
は
急
性
中
毒
に
よ
り
死
亡
し
、

ま
た
は
休
業
し
た
と
き
に
提
出
し
ま

す
。

　
休
業
が
な
い
場
合
や
事
業
場
敷
地

外
で
生
じ
た
通
勤
災
害
の
よ
う
に
提

出
を
要
し
な
い
も
の
も
あ
り
ま
す
の

で
、
提
出
に
あ
た
り
疑
義
が
生
じ
た

と
き
は
、
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
等

に
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

⑶
　
報
告
様
式
と
提
出
期
限

　
休
業
日
数
に
よ
っ
て
使
用
す
る
報

告
様
式
、提
出
期
限
が
異
な
り
ま
す
。

①
　
死
亡
ま
た
は
休
業
４
日
以
上

　
　「
様
式
第
23
号
」
と
表
示
さ
れ

た
様
式
を
用
い
ま
す
。

　
　
提
出
期
限
は
、災
害
発
生
後「
遅

滞
な
く
」
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
明

確
に
「
◯
日
以
内
」
と
す
る
定
め

は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
災
害
発
生
か

ら
１
か
月
以
上
経
過
し
て
提
出
を

す
る
場
合
は
、
報
告
の
遅
延
理
由

書
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
も
あ
り
ま

す
の
で
、
で
き
る
限
り
速
や
か
に

提
出
し
て
お
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

②
　
休
業
４
日
未
満

　
　「
様
式
第
24
号
」
と
表
示
さ
れ

た
様
式
を
用
い
ま
す
。

　
　
提
出
期
限
は
、
災
害
の
発
生
時

期
に
よ
り
異
な
り
ま
す
の
で
ご
注

意
く
だ
さ
い
。

・
１
〜
３
月
の
災
害
…
４
月
末
日

・
４
〜
６
月
の
災
害
…
７
月
末
日

・
７
〜
９
月
の
災
害
…
10
月
末
日

・
10
〜
12
月
の
災
害
…
翌
年
の
１

月
末
日

⑷
　
改
正
に
よ
る
報
告
事
項
の
追

加
・
変
更

　
令
和
７
年
１
月
以
降
は
、
電
子
申

請
の
義
務
化
の
ほ
か
、
労
働
者
死
傷

病
報
告
の
報
告
内
容
の
改
正
も
行
わ

れ
ま
す
。

①
　
コ
ー
ド
入
力
方
式
へ
の
変
更
・

記
載
欄
分
割

　
　
詳
細
な
業
種
や
職
種
別
の
集
計

や
、
災
害
発
生
状
況
や
要
因
等
の

的
確
な
把
握
を
容
易
と
す
る
た
め

の
様
式
変
更
が
行
わ
れ
ま
す
。

②
　
休
業
４
日
未
満
の
災
害
に
係
る

報
告

　
　
様
式
上
、
明
確
に
記
入
欄
が
設

け
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
次
の
事
項

が
報
告
事
項
に
追
加
さ
れ
ま
す
。

・
労
働
保
険
番
号

・
被
災
者
の
経
験
期
間

・
国
籍
、
在
留
資
格

・
親
事
業
場
等
の
名
称

・
災
害
発
生
場
所
の
住
所
　
等

⑸
　
労
災
か
く
し

　
労
働
者
死
傷
病
報
告
の
提
出
を

怠
っ
た
違
反
行
為
が
、
単
な
る
書
類

の
提
出
漏
れ
で
は
な
く
、
労
災
事
故

を
隠
そ
う
と
い
っ
た
事
業
者
の
明
白

な
意
図
が
あ
る
場
合
の
こ
と
を
、
厚

生
労
働
省
や
労
働
局
等
で
は
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
上
に「
労
災
か
く
し
」と
表
記

し
、注
意
喚
起
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
労
災
か
く
し
に
よ
り
、
災
害
原
因

の
究
明
や
対
策
が
行
わ
れ
な
く
な
る

こ
と
や
、
被
災
し
た
労
働
者
へ
の
災

害
補
償
が
行
わ
れ
な
い
こ
と
等
の
弊

害
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
、
ま
た
、

事
業
者
に
対
し
て
は
50
万
円
以
下
の

罰
金
刑
が
科
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
。

　
不
明
点
に
つ
い
て
は
、
所
轄
労
働

基
準
監
督
署
へ
の
相
談
を
行
う
こ
と

等
に
よ
り
適
正
な
報
告
を
実
施
し
て

い
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。



11 月号─8

　企業を退職した人を、英語で「同窓生」
や「卒業生」を意味する「アルムナイ」と呼び、
優秀な人材を採用するため退職者を再び自
社に招き入れる「アルムナイ採用」を取り
入れる企業が増えています。以前は海外を
中心に活用されていましたが、近年日本で
も人材獲得競争の激化を背景に多くの企業
がアルムナイ採用に注目しています。
◆メリット
　アルムナイ採用の企業側メリットとして
は①人材の質の保証、②採用と教育コスト
の削減が挙げられます。
①　アルムナイは以前にも自社で活躍して
いた人材だからこそ声をかけるケースが
多いため、全く新しい人材を採用するよ
りも、自社にマッチする即戦力人材とし
て採用後のミスマッチを軽減できます。

②　転職サイトなどの求人媒体を利用せず
に採用できるため、採用前コストを大幅

におさえることができます。また、採用
後も自社の業務や経営方針を理解してお
り、教育コストを圧縮できます。
◆デメリット
　アルムナイ採用のデメリットとしては、
既存社員の意欲低下の恐れがあります。一
度退職したアルムナイが好条件で再雇用さ
れると既存社員と溝ができたり、退職して
もいつでも復帰できると感じかねません。
せっかくの他社での経験や新しい知見が既
存社員に受け入れられず、アルムナイの低
評価が再離職に繋がる可能性があります。
　アルムナイ採用を成功させるためには、
採用するアルムナイの条件を明確に定め条
件に則って選考し自社に迎えます。社内に
制度の周知を図り、社員の理解を得ること
が大切です。また、イグジットマネジメン
ト（退職マネジメント）も欠かせません。
自社にネガティブなイメージを持たず退職
や転職ができるよう、円満退職を実現する
人事管理の手法が企業価値を高め人的資本
経営が実現できます。 

アルムナイ採用

　2004年11月1日以来、20年振りの新
紙幣、1万円にいたっては1984年11月1
日に聖徳太子から福沢諭吉に変更されて以
来、40年振りの新紙幣でした。現在、政
府はキャッシュレス化を積極的に推進して
いるものの、依然として1万円札の流通枚
数は増加の一途をたどり、不正防止対策の
一環として新紙幣の発行は重要性が高かっ
たといえます。新紙幣の改刷対応は費用が
重く、企業の対策としては券売機等の改修
はせずキャッシュレス決済のみに切り替え
る動きも出ているようです。
　また、新紙幣を手に入れて注目したいの
は「記番号」です。現在発行されている紙
幣の記番号は、最初と最後がアルファベッ
トでその間に6桁の数字が入っています。
すべて同一数字や1～6が順に並んでいる
ものは人気が高く、プレミア価格で取引さ
れることもあります。運よく手にしたら話
題となるでしょう。

新紙幣の「記番号」　
国
立
循
環
器
病
研
究
セ
ン
タ
ー
は
、

脳

塞
を
起
こ
す
原
因
に
高
い
枕
の

使
用
が
関
係
し
て
い
る
こ
と
を
、
患

者
ら
を
対
象
と
し
た
研
究
で
突
き
止

め
ま
し
た
。
こ
の
関
係
性
か
ら
「
殿

様
枕
症
候
群
（Shougun pillow

 
syndrom

e

）」を
提
唱
し
て
い
ま
す
。

　
江
戸
時
代
に
「
殿
様
枕
」
と
呼
ば

れ
る
高
く
て
硬
い
枕
が
庶
民
に
も
使

用
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
ま
た
、
19
世

紀
の
複
数
の
随
筆
に
「
寿
命
三
寸
楽

四
寸
」
と
い
う
言
葉
も
あ
り
ま
す
。

枕
の
高
さ
が
４
寸
（
12
㎝
）
だ
と
マ

ゲ
が
乱
れ
ず
な
お
す
手
間
も
省
け
る

の
で
楽
だ
け
ど
も
、
３
寸
（
９
㎝
）

の
方
が
長
生
き
で
き
る
と
考
え
ら
れ

て
い
ま
し
た
。

　
何
気
な
い
睡
眠
習
慣
が
脳

塞
を

起
こ
す
原
因
に
な
り
え
る
こ
と
が
わ

か
り
、
枕
を
変
え
る
だ
け
で
リ
ス
ク

を
下
げ
ら
れ
ま
す
。
高
い
枕
に
寝
た

ま
ま
長
時
間
ス
マ
ホ
を
見
続
け
る
な

ん
て
こ
と
だ
け
は
避
け
ま
し
ょ
う
。

殿
様
枕
症
候
群

発行


